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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第153期

第１四半期累計期間
第154期

第１四半期累計期間
第153期

会計期間
自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日

自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日

自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日

売上高 (千円) 772,812 774,574 2,994,860

経常利益又は経常損失(△) (千円) 25,991 △21,929 △8,035

四半期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 20,178 70,022 △16,754

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 131,400 131,400 131,400

発行済株式総数 (株) 2,628,000 2,628,000 2,628,000

純資産額 (千円) 3,178,419 3,239,714 3,186,118

総資産額 (千円) 4,294,992 4,385,893 4,200,490

１株当たり四半期純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) 7.76 26.92 △6.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 3.00

自己資本比率 (％) 74.0 73.9 75.9
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２　売上高には、消費税及び地方消費税(以下、消費税等という。)は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間及び当第１四半期累計

期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。第153期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため、また、１株当たり当期純損失が計上されているため記載

しておりません。

４　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、昨年来の円安進行に伴う企業収益の上振れ、都心部の建設投資、

人手不足を背景にした雇用環境の改善などが底支えとなり、穏やかな景気回復基調にあります。しかしながら、一

部に価格高騰などによる買い控えなどから、個人消費の改善は力強さを欠く状況にあります。

飲食業界におきましては、食材価格の高騰や人員確保に必要なコスト上昇、消費者の将来不安による節約志向な

どから厳しい経営環境が続いております。

このような状況下、当社は、平成29年４月「東京都美術館店」を７年ぶりに業務受託しオープンいたしました。

また、新メニューの開発や法人向け宴会営業を積極的に展開し、売上増強に注力して参りました。しかしながら、

前年同時期の集客(若冲展開催)には及ばず、加えて、東京都美術館店出店に伴う初期費用計上により、増収ながら

減益となりました。引き続き、営業力強化とコスト管理の改善に努めて参ります。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は775百万円（前年同期比0.2％増）となりました。営業損失は24百万

円（前年同期は営業利益23百万円）、経常損失は22百万円（前年同期は経常利益26百万円）、四半期純利益は70百

万円（前年同期比247.0％増）となりました。

また、セグメント別の業績につきましては、下記のとおりであります。

(飲食業)

飲食業におきましては、上記の理由により、当第１四半期累計期間のレストラン部門の売上高は427百万円(前年

同期比3.2％増)、宴会他部門の売上高は337百万円(前年同期比3.3％減)、飲食業全体の売上高は763百万円(前年同

期比0.2％増)、営業損失29百万円(前年同期は営業利益18百万円)となりました。

(賃貸業)

賃貸業におきましては、安定的な賃貸収入の確保に努めております。この結果、当第１四半期累計期間の売上高

は11百万円(前年同期比0.6％減)、営業利益５百万円(前年同期比0.8％減)となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第１四半期会計期間末における総資産は前事業年度末と比べ185百万円増加し4,386百万円となりました。流動

資産は282百万円増加の2,149百万円、固定資産は97百万円減少の2,237百万円となりました。

流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金が258百万円増加したことによるものです。

固定資産の減少の主な要因は、投資有価証券が87百万円減少したことによるものです。

(負債)

当第１四半期会計期間末の負債合計は前事業年度末と比べ132百万円増加し、1,146百万円となりました。流動負

債は137百万円増加の410百万円、固定負債は５百万円減少の737百万円となりました。

流動負債の増加の主な要因は、買掛金が41百万円及び未払金が38百万円並びに７月支給分に対応する賞与引当金

が33百万円増加したことによるものです。

固定負債の減少の主な要因は、退職給付引当金が７百万円減少したことによるものです。

(純資産)

当第１四半期会計期間末の純資産は前事業年度末と比べ54百万円増加し3,240百万円となりました。この増加の

主な要因は、四半期純利益の計上等で利益剰余金が62百万円増加したことによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,628,000 2,628,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード）

単元株式数
100株

計 2,628,000 2,628,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月30日 ― 2,628 ― 131,400 ― 4,330
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年１月31日)に基づく記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 

(自己保有株式)
普通株式 27,200

 

 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,596,100
25,961 同上

単元未満株式
 

普通株式 4,700
 

 

― 同上

発行済株式総数 2,628,000 ― ―

総株主の議決権 ― 25,961 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社精養軒

東京都台東区上野公園
４番58号

27,200 ─ 27,200 1.04

計 ― 27,200 ─ 27,200 1.04
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成29年２月１日から平成29年４

月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成29年２月１日から平成29年４月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,575,411 1,833,888

  売掛金 95,229 96,246

  有価証券 100,111 100,074

  たな卸資産 34,911 36,226

  その他 61,809 82,974

  貸倒引当金 △1,000 △900

  流動資産合計 1,866,471 2,148,509

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 487,820 476,734

   土地 603,189 603,189

   その他（純額） 70,821 67,322

   有形固定資産合計 1,161,830 1,147,246

  無形固定資産 4,777 4,447

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,103,845 1,016,412

   その他 63,567 69,279

   投資その他の資産合計 1,167,412 1,085,691

  固定資産合計 2,334,019 2,237,384

 資産合計 4,200,490 4,385,893

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 55,813 96,924

  未払金 87,523 125,315

  未払費用 51,993 59,359

  未払法人税等 444 6,591

  賞与引当金 30,000 63,000

  その他 46,893 58,471

  流動負債合計 272,666 409,661

 固定負債   

  退職給付引当金 514,101 506,913

  役員退職慰労引当金 105,328 110,128

  繰延税金負債 112,366 110,180

  その他 9,910 9,297

  固定負債合計 741,706 736,518

 負債合計 1,014,372 1,146,178
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年４月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 131,400 131,400

  資本剰余金 4,330 4,330

  利益剰余金 2,766,573 2,828,793

  自己株式 △20,564 △20,564

  株主資本合計 2,881,739 2,943,959

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 304,379 295,755

  評価・換算差額等合計 304,379 295,755

 純資産合計 3,186,118 3,239,714

負債純資産合計 4,200,490 4,385,893
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成28年２月１日
　至 平成28年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年２月１日
　至 平成29年４月30日)

売上高 772,812 774,574

売上原価 311,837 310,972

売上総利益 460,975 463,602

販売費及び一般管理費 437,833 487,870

営業利益又は営業損失（△） 23,142 △24,269

営業外収益   

 受取利息 1,010 351

 雑収入 1,839 1,989

 営業外収益合計 2,849 2,340

経常利益又は経常損失（△） 25,991 △21,929

特別利益   

 投資有価証券清算益 - 94,952

 特別利益合計 - 94,952

特別損失   

 固定資産除却損 113 -

 特別損失合計 113 -

税引前四半期純利益 25,878 73,022

法人税、住民税及び事業税 5,700 3,000

法人税等合計 5,700 3,000

四半期純利益 20,178 70,022
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。　

  
前第１四半期累計期間

(自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日)

減価償却費  16,857千円 15,040 千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月27日
定時株主総会

普通株式 7,802 3 平成28年１月31日 平成28年４月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成29年２月１日 至 平成29年４月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月27日
定時株主総会

普通株式 7,802 3 平成29年１月31日 平成29年４月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社精養軒(E04763)

四半期報告書

11/14



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
飲食業 賃貸業

売上高    

  外部顧客への売上高 761,468 11,344 772,812

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 761,468 11,344 772,812

セグメント利益 18,053 5,089 23,142
 

　(注)セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成29年２月１日 至 平成29年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
飲食業 賃貸業

売上高    

  外部顧客への売上高 763,302 11,272 774,574

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 763,302 11,272 774,574

セグメント利益又は損失(△) △29,315 5,046 △24,269
 

　(注)セグメント利益又は損失の合計額は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成29年２月１日
至 平成29年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額  7円76銭 26円92銭

 (算定上の基礎)   

 四半期純利益金額(千円) 20,178 70,022

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 20,178 70,022

 普通株式の期中平均株式数(株) 2,600,716 2,600,716
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】
　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年６月９日

株式会社精養軒

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   井   上   　智   由　　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 
 
公認会計士   成　　島    　　 　徹 　　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精養軒

の平成29年２月１日から平成30年１月31日までの第154期事業年度の第１四半期会計期間(平成29年２月１日から平成29

年４月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成29年２月１日から平成29年４月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精養軒の平成29年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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